
別紙様式第5号(第21条第1項関係) 

第  期 
  年  月  日から 

  年  月  日まで 
業務報告 

    年  月  日 作成          住 所 

    年  月  日 備付          労働金庫連合会名 

                        理 事 長    氏名 

1．事業の概況 

 (1) 事業概況等 

 (記載上の注意) 

   事業方針、金融経済環境、業績、事業の展望及び労働金庫連合会が対処すべき課題

の順序に従つて、それぞれの事項を簡潔にまとめて記載すること。 

 (2) 事業成績の推移 

区 分 年度 年度 年度 年度 

預 金 百万円 百万円 百万円 百万円 

  
会 員         

会 員 外         

貸 出 金         

  
会 員         

会 員 外         

有 価 証 券         

  
国 債         

そ の 他         

総 資 産         

内 国 為 替 取 扱 高         

外 国 為 替 取 扱 高 千ドル 千ドル 千ドル 千ドル 

経 常 利 益 
(又 は 経 常 損 失) 

百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 純 利 益 
(又は当期純損失) 

        

 (記載上の注意) 

  1．預金、貸出金、有価証券及び総資産は、年度末残高を記載すること。 

  2．必要がある場合は、4事業年度以前の事業年度についても記載すること。 

  3．必要に応じ、事業成績の推移についての説明その他の事項を記載すること。 

  4．当該事業年度の前事業年度に係る事項については、遡及適用(財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則第8条第51項に規定する遡及適用をいう。以下4．に

おいて同じ。)、財務諸表の組替え(同条第52項に規定する財務諸表の組替えをい

う。以下4．において同じ。)又は修正再表示(同条第53項に規定する修正再表示を

いう。以下4．において同じ。)を行うこと。ただし、当該事業年度の前事業年度よ



り前の事業年度に係る事項について、遡及適用、財務諸表の組替え又は修正再表示

を行うことを妨げない。 

    なお、遡及適用、財務諸表の組替え又は修正再表示を行つた場合には、その旨を

欄外に注記すること。 

    上記にかかわらず、遡及適用又は財務諸表の組替えが実務上不可能な場合には、

その旨及びその理由を欄外に注記すること。 

 (3) 決算期後に生じた当会の状況に関する重要な事実 

2．当会の現況 

 (1) 出資金の推移 

区 分 前 年 度 末 当 年 度 末 

出 資 金 百万円 百万円 

  
普 通 出 資 金     

優 先 出 資 金     

 (2) 出資金の状況(当年度末現在) 

  イ．普通出資 

   普通出資1口の金額     円 

区 分 出 資 者 数 出 資 金 額 処 分 未 済 持 分 

労 働 金 庫   百万円 百万円 

 (記載上の注意) 

   普通出資1口の金額は、定款に定める金額を記載すること。 

  ロ．優先出資 

   優先出資の1口の金額     円 

区 分 出資者数 割 合 出資口数 割 合 

政府及び地方公共団体   ％ 口 ％ 

金 融 機 関         

金 融 商 品 取 引 業 者         

そ の 他 の 法 人         

外 国 法 人 等 
(う ち 個 人) 

 
(   ) 

 
(   ) 

 
(   ) 

 
(   ) 

個 人 そ の 他         

合 計   100.00   100.00 

 (記載上の注意) 

  1．優先出資1口の金額は、定款に定める金額を記載すること。 

  2．普通出資者が優先出資を引き受けている場合は、その出資者数、出資口数及び割

合について注記すること。 

 (3) 役員の状況 

  イ．役員数 



   定款に定める理事数     人以内 

   定款に定める監事数     人以内 

区 分 前 年 度 末 当 年 度 末 

理 事 
(う ち 非 常 勤) 

人 
(          ) 

人 
(          ) 

監 事 
(う ち 非 常 勤) (          ) (          ) 

合 計 
(う ち 非 常 勤) (          ) (          ) 

  ロ．理事及び監事(当年度末現在) 

役 名 氏 名 
就 任
年月日 

任 期
満 了
年月日 

代表・
非代表
の別 

常勤・
非常勤
の別 

所属団体 
担 当 部 門
又は主な職業 

                

                

                

                

 (記載上の注意) 

  1．労働金庫法第32条第4項に規定する者に該当する監事については、役名を○印で囲

むこと。 

  2．当年度中に退任(解任を含む。)があつた役員についても末尾に記載し、その旨を

注記すること。 

  3．総会代議員以外の者から選任された役員については、「所属団体」欄に「員外」と

記載すること。 

 (4) 職員の状況 

区 分 前 年 度 末 当 年 度 末 

一 般 職 員 
 

人 
 

人 

そ の 他 の 従 業 員     

合 計     

平 均 年 齢 歳  月 歳  月 

平 均 勤 続 年 数 年  月 年  月 

平 均 給 与 月 額 千円 千円 

 (記載上の注意) 

   その他の従業員には、守衛、運転手等の常勤の従業員の数を記載すること。 

 (5) 事務所等の状況 

  イ．事務所数 

区 分 前 年 度 末 当 年 度 末 



  
店(うち出張所) 
(     ) 

店(うち出張所) 
(     ) 

  
 

(     ) 
 

(     ) 

  
 

(     ) 
 

(     ) 

合 計 
 

(     ) 
 

(     ) 

 (記載上の注意) 

  1．当該労働金庫連合会を所属労働金庫とする労働金庫代理業者(労働金庫法第94条第

3項において準用する銀行法第52条の60の2第2項の規定により労働金庫代理業者と

みなされる金庫等を含む。以下同じ。)が労働金庫代理業を営む営業所又は事務所

を除いて記載すること。 

  2．適宜地区別等に区分して記載すること。 

  ロ．当年度の事務所の開設・廃止状況 

事 務 所 名 開設・廃止年月日 所 在 地 備 考 

        

        

        

        

 (記載上の注意) 

  1．当該労働金庫連合会を所属労働金庫とする労働金庫代理業者が労働金庫代理業を

営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 

  2．開設又は廃止に区分し、これが昇格等による場合は、その旨を備考欄に記載する

こと。 

  ハ．労働金庫代理業者の一覧 

氏名又は名称 主たる営業所又は事務所の所在地 労働金庫代理業以外の主要業務 

      

      

      

      

      

 (記載上の注意) 

   当年度末時点における当該労働金庫連合会を所属労働金庫とする労働金庫代理業者

を記載すること。 

  ニ．労働金庫連合会が営む銀行代理業等の状況 

所属金融機関の商号又は名称 

  

  



  

 (記載上の注意) 

   当該労働金庫連合会が銀行代理業等(銀行法第2条第14項に規定する銀行代理業、長

期信用銀行法第16条の5第2項に規定する長期信用銀行代理業、信用金庫法第85条の

2第2項に規定する信用金庫代理業、労働金庫代理業、協同組合による金融事業に関

する法律第6条の3第2項に規定する信用協同組合代理業、農業協同組合法第92条の2

第2項に規定する特定信用事業代理業、水産業協同組合法第121条の2第2項に規定す

る特定信用事業代理業及び農林中央金庫法第95条の2第2項に規定する農林中央金庫

代理業をいう。)を営む場合に記載すること。 

  ホ．当年度の労働金庫代理業者が労働金庫代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃

止状況 

労 働 金 庫
代理業者名 

営 業 所
又 は
事 務 所 名 

開設・廃止
年 月 日 

所 在 地 備 考 

          

          

 (記載上の注意) 

   当該労働金庫連合会を所属労働金庫とする労働金庫代理業者が労働金庫代理業を営

む営業所又は事務所について開設又は廃止に区分して記載すること。 

 (6) 重要な子会社等(当年度末現在) 

会社名 所 在 地 
主要業務
内 容 

設 立
年 月 日 

資 本 金 
当会議決
権比率 

その他 

        百万円 ％   

              

              

              

 (記載上の注意) 

  1．労働金庫法第94条第1項において準用する銀行法第14条の2第2号に規定する子会

社等について記載すること。 

  2．重要な企業結合の経過及び成果を注記すること。 

  3．重要な業務提携の概況を付記すること。 

3．その他 

 (記載上の注意) 

   その他必要な事項は、その項目を掲げて記載すること。 


